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1. 計画策定の目的 

余市町では、地方創生に係る、水産資源の付加価値向上及び生産強化を目指している。その中

で余市港は、余市郡漁業協同組合が所在しており、漁業活動の中心的役割をはたしている。余市

港は、昭和初期の築港以来、港湾施設の拡張整備について国の協力のもと進められてきた。しか

し、平成１２年度以降は施設整備事業が休止となり、現在は施設老朽化及び機能の陳腐化が進

み、その対応が喫緊の課題となりつつある。そのため、余市港全体の再編にかかる将来像を再検

討し、今後必要とされる施設及び物流の機能を見定め、整備する方針が必要となった。このこと

から、余市港の機能向上に係る長期整備構想の計画策定を行うものである。 

 

 

【計画期間】 

  令和７年度から令和２６年度までの２０年間 

  社会・経済情勢等の変化、事業の進捗状況等必要に応じ、見直しを行う。 
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2. 余市港の概要 

余市港は、石狩湾北端雄冬岬に対峠した地方港湾で背後には人口約 4 万人を有する北後志生活

圏を有し、北後志及び本州への生鮮魚介類の供給基地として重要な役割を担っている。 

本港は、昭和 5 年第 3 期北海道拓殖計画により築造されて以来、現在まで着実に港湾施設の拡

張整備が進められてきた。現在では漁業専管水域の定着により沿岸漁業が主体となる漁業形態

の中において、経営の効率・安定化を図るため、より近海と密着した港湾整備を進めてきた。 

現在では、道央圏向けの生鮮魚介類の取扱いを中心に利用されている。 

 

余市港の沿革 

昭和 4 年 余市港修築工事着工 

昭和 28 年 余市町が港湾管理者となる 港湾区域設定 

昭和 39 年 港湾区域の変更 

昭和 45 年 余市港内に海上自衛隊、余市防備隊開隊 

昭和 47 年 臨港地区の指定 

平成元年 港湾区域変更 

平成 12 年 休止 

（北海道開発局小樽開発建設部 HP より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余市港航空写真（北海道開発局小樽開発建設部 HPより） 
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余市水産物地方卸売市場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余市防備隊（余市防備隊 HPより） 

 

余市港における取り扱い貨物量 

（単位：千トン） 

区分 
令和 3年 
取扱貨物量 

令和 4年 
R4/R3対 
前年比 

取扱貨物量 主要品種名 

内
貿 

移出 2 2 水、重油、その他の石油 1.19 

移入 2 3 水産品 1.56 

計 4 5  1.37 

合計 4 5  1.37 

北海道開発局港湾計画課調べ 
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3. 関連する上位計画等 

3.1. 第５次余市町総合計画（計画期間；令和４年度～令和 13年度） 

 余市港に関連する施策を以下に抜粋する。 
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3.2. 余市町都市計画マスタープラン（令和６年３月） 

余市港は産業拠点としての位置づけである。 
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3.3. 余市町地域防災計画（令和６年７月） 

地域防災計画における余市港の位置づけを以下に示す。 

 

第２章 災害予防計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 原子力災害対策計画 

第４節 退避等措置計画 

３ ＯＩＬに基づく防護措置 
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4. 余市港の現状 

4.1. 施設の現状 

 余市港の施設を下図に、施設の老朽化の評価結果を次頁に

示す。①北防波堤、⑥乙澗内防波堤、⑦物揚場（-3.5m）、⑫中

央ふ頭船揚場、⑰防波堤（中）、⑱-4.0m 物揚場は、施設の性

能が低下している状態である。 
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各施設の老朽化状況 

 

  

泊地（避泊）

船だまり

船揚場(南)防波護岸

余市港駐車場

中央ふ頭２号上屋

B 施設の性能が低下している状態

C 変状はあるが、施設の性能の低下がほとんど認められない状態

D 変状は認められず、施設の性能が十分に保持されている状態

【総合評価（性能低下度の評価）】

A（施設の性能が相当低下している状態 ）は該当なし

魚介類荷さばき所
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4.2. 利用の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

荷捌き所
（全魚種集約）

刺し網

遊漁

刺し網準備岸壁

陸揚げ岸壁

エビ籠（4隻）、定置（1隻）

製氷施設は全魚種利用

ウニ等の
磯回り漁船

ムール貝試験養殖
カキ試験養殖

⑫中央ふ頭船揚場

⑱-4.0物揚場

サケ定置、その他定置（ホッケ、マグロ等）、
イカ釣り、タコの一部が陸上げ岸壁を利用

⑲南防波護岸

㉓船揚場（南）敷

余市防備隊
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4.3. 現状のゾーニング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

余市防備隊

遊漁

刺し網

準備刺し網

磯根

陸揚げ岸壁
（共通）

エビ籠、定置
（大型船）

上架施設、船揚場

物流エリア
（貨物利用ある場合）

ムール貝、カキ
試験養殖

水産利用エリア

水産利用エリア

※陸揚げ岸壁（共通）、準備岸壁以外は、陸揚げと休憩兼用
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5. 余市港の問題点・課題 

5.1. 港湾全体の問題点・課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❶北防波堤からの
越波、越流

❸南防波護岸
からの越波

❹砂の堆積

❺荷捌き所の老朽化、
野天での漁獲物の陸揚

げ・一時保管

土嚢の設置

❷作業スペース不足、陸
揚げ・車両通行スペース

の輻輳

⑧
中
央
ふ
頭
-
5.
0
m
岸
壁

㉒南埠頭-4.0物揚場

⑫中央ふ頭船揚場 ⑱-4.0物揚場

⑳南埠頭防波護岸

㉓船揚場（南）敷

❻上架施設の老朽化、
船置き部の狭隘化、傾斜
地による利用の支障

⑰防波堤（中）
㉔
北
物
揚
場
(-
3.
0
m
)

❼船揚場（斜路）の不足により余市港以外を利用している磯船がある
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5.2. 問題点・課題の詳細 

（1）静穏機能の不足、越波による支障 

①泊地、航路の静穏機能の確保 

  ・冬期の季節風が発生する時期に、北防波堤の越波が生じる。越波の範囲は北防波堤基部か

ら曲線部終点までの範囲である。 

  ・ミサイル艇が 2隻係留する場合には、1隻が桟橋、1隻が内港側の防波堤に係留する。乗

員は内港側の防波堤から北防波堤を通過し建物へ移動するが、外港の波が高い時は越波が

ひどく（周辺の砂利等も一緒に）防波堤を超えてくるため非常に危険である。そのような

時は通行禁止としている。北防波堤の基部（用地との隣接部）も越波により石が飛んでき

ており安全な利用に支障を来たしている。 

  ・南よりの風と高潮が重なった場合には、港口からの侵入波で港内が擾乱し、岸壁が冠水す

る。泊地北側が水深が浅くなっており、風の吹き寄せで水位上昇し岸壁への越流が生じて

いる（年に 1～2 回程度）。 

  ・余市防備隊では船舶を大型化し、既往内港の防波堤を係留施設として大きく改良する構想

がある。 

  ・老朽化が進行（総合評価 B）し、一部では消波工が沈下している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北防波堤周辺の問題点  

北防波堤
から越波

冬の季節風

南寄りの風

水深が浅く波が収れん。
駐車場くらいまで冠水する

係留箇所

航路幅が狭い

越波により石や
土砂が堆積

防波堤（中）

北
物
揚
場
(-
3
.0
m
)

通行
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ボールペンより大きい石が越波で飛んできている。 

北防波堤基部の状況（越波により砂や石も防波堤を超えて堆積している）R6.10.23撮影 

北防波堤の越波、越流状況 R6.1.25撮影 
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近年の波浪状況について、建設当初は N 系が卓越していたので北防波堤先端部が対応していた

が、近年波向きが W 系に変化することにより、北防波堤曲線部から基部に波浪が直撃するように

なり、越波による港内擾乱が発生するようになったと考えられる。 

また、参考として、近隣の余市漁港（本港）では沖波の見直しが行われており、H12 と R5 の 50

年確率波を比較すると 1.5m 以上、1.2 倍以上波高が増大しており、余市港においても天端高の不

足が生じていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年の波向きの変化 

0.25 - 0.5m

0.5 - 1.0m

1.0 - 1.5m

1.5 - 2.0m

2.0 - 2.5m

2.5m -

波高(m)

N

E

S

W

21.6

45%

30%

15%

春季(3～5月)

calm

64.8%

N

E

S

W

9.2

45%

30%

15%

夏季(6～8月)

calm

88.4%

N

E

S

W

25.5

45%

30%

15%

秋季(9～12月)

calm

56.7%

N

E

S

W

47.3
45%

30%

15%

冬季(1月～3月)

calm

21.2%

N

E

S

W

25.8

45%

30%

15%

通年

calm

57.9%

2008年～2012年 

N NNW 

0.25 - 0.5m

0.5 - 1.0m

1.0 - 1.5m

1.5 - 2.0m

2.0 - 2.5m

2.5m -

波高(m)

N

E

S

W

26.5

45%

30%

15%

春季(3～5月)

calm

58.5%

N

E

S

W

15.1
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夏季(6～8月)
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冬季(1月～3月)
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13.2%
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S
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48.8%

2019年～2023年（直近 5か年） 

波向き分布の変化 

0.25 - 0.5m

0.5 - 1.0m

1.0 - 1.5m

1.5 - 2.0m

2.0 - 2.5m

2.5m -

波高(m)
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春季(3～5月)
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58.5%
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夏季(6～8月)
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81.0%
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冬季(1月～3月)

calm

13.2%

N

E

S

W

27.3

45%

30%

15%

通年

calm

48.8%

余市港 

余市漁港(本港) 

50年確率波（沖波）
H12 R5 R5−H12 R5/H12

N 8.3m 10.0m 1.7m 1.2倍
NNW 7.3m 9.4m 2.1m 1.3倍
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②越波対策 

・南防波護岸と船揚場（南）との隅角部で越波が生じ、車両通行等の背後利用に支障を来た

している。 

・現在は、応急措置として土嚢を設置している。 

・護岸の機能確保のため、越波防止の対策が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南防波護岸基部の現況 

 

 

 

 

  

船揚場（南）防波護岸 

南防波護岸 

土嚢設置 
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（2）施設の老朽化、規模不足 

余市港は、水産物の生産拠点として多種多様な漁業が営まれている。しかし、施設の老朽化、

規模の不足等により各作業が非効率な状況にある。 

 

①上架施設の老朽化、船揚場（用地）の狭隘化 

  ❶上架施設の老朽化 

余市港ではレール式上架施設を利用している。レール、台車ともに老朽化が著しく、新設

が必要な状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ❷船揚場の狭隘化 

   ・近年、全道的に漁船が大型化する傾向にあり、余市港においても用地が手狭になってき

ている。 

   ・近隣漁港からの上架意向があるが保管スペースが不足しており、受け入れ制限を実施し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

レールの老朽化 台車の老朽化 

約60m

面積3,000m2程度
（15隻程度配置）

漁船保管状況（R6.8月撮影） 漁船保管スペース 
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  ❸傾斜地での漁船保管、修理作業 

漁船上架時には、横取り台車に装備された油圧ジャッキにより、縦取台車ごとジャッキア

ップして横取り軌条を移動する。しかし、船置箇所が傾斜している場合、ジャッキアップ作

業を斜面上で行うこととなり、危険が伴う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

傾斜地での保管状況 

 

【既設断面図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【標準的な断面図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.5%

船置部に傾斜がある

船置部は、船揚げした船舶を置く場所であり、通常、平坦な場所 
（港湾施設基準より。参考として、同じ階層の漁船をレール式で上架す

る後志管内の漁港の古平、寿都船揚場も平坦） 
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②斜路の不足 

現在、エビ籠漁の漁業者も磯根に着業する等、磯根漁業を兼業とする漁業者が増加傾向にあ

るが、余市港内の既設斜路に保管する余裕がないため、湯内や島泊を利用している漁業者が多

い。これらの地区は自宅から離れているため、余市港を利用したいというニーズが高い状況に

ある。磯根漁業は今後も着業者の増が見込まれている。 

余市郡漁業協同組合では、船外機船 104隻が所属している（2024年版水産関係人名鑑よ

り）。既設斜路は、中央ふ頭船揚場斜路、船揚場（南）と合計で 30隻程度の漁船が利用してい

る。 

 ❶中央ふ頭船揚場 

  斜路部では、9 隻の漁船が利用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ❷船揚場（南） 

  斜路部では、20 隻程度の漁船が利用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状の利用状況 

  

 

 

約 25m 

約 14m 

9 隻利用 
9隻利用 

4隻利用 

約 50m 

20隻程度利用 
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③物揚場（-3.0m）の狭隘化、老朽化 

物揚場（-3.0m）は、刺し網漁業の陸揚げ、休憩岸壁として利用されている。本施設のエプ

ロン幅は陸揚げ作業を考慮して 10mと設定されているが、南埠頭へのアクセス路を兼ねるため

実作業スペースが狭隘で作業が非効率な状況にある。 

また、本体工、上部工の欠損等の老朽化が進行しており、対策が必要な状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物揚場（-3.0m）の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物揚場（-3.0m）の変状状況（R4調査） 

 

④ムール貝、カキ等の生産拡大 

  余市町では、ガストロノミーツーリズムを推進しており、特産にワインに合う、ムール貝や

カキ等の高付加価値化に取り組んでいる。現在は、試験養殖の段階であり、今後は養殖拡大が

期待されている。  

⑦物揚場（-3.5m） 
⑲南防波護岸 

10m 
(通行スペース兼用のた
め陸揚げ作業には狭隘) 

本体工（水中部）の欠損 

本体工（水中部）の欠損 

上部工の欠損 

ニシンの網外し作業 

（余市郡漁業協同組合

Facebookより） 
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（3）食料（水産物）の流通機能の更なる強化 

余市港には、余市水産物地方卸売市場が位置し、町内の周辺漁港から水産物が陸送されてきて

おり、水産物の流通拠点としての機能を有している。現在の荷さばき施設は、1966 年に建設さ

れ 50 年以上経過しており、老朽化が進行している。また、十分な施氷等により鮮度保持に努め

ているが、陸揚げ・荷捌きが野天での作業であるため、屋根下での陸揚げ等の更なる衛生管理対

策が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

荷さばき施設内の利用状況（余市郡漁業協同組合 Facebookより） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

荷さばき施設の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

野天でのサケ定置網漁業の陸揚げ・荷捌き状況（余市郡漁業協同組合 Facebookより）  
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6. 余市港の将来像 

6.1. 余市港に求められる機能 

 余市港の利用の現状、上位計画等からの位置づけを踏まえ、余市港に求められる機能を以下の

ように整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余市港に求められる機能 

（防備隊は主要任務としての沿岸海域の安全確保のほか、災害支援も担っているため、国防・国土強靭

化機能と設定） 

 

 

 

  

静穏度機能

物流機能（災害時対応）、国土強靭化機能

食料の流通拠点機能

食料の生産拠点機能

その他（近年の社会情勢変化を踏まえた必要機能）

食料（水産物）の生産拠点として、生産力強化のための生産性向上
（効率化）や港湾の静穏水域を活用した増養殖による生産安定化

港湾物流等を支えるための基本機能として、船舶利用の安全性確保
が必要

災害時の緊急物資・救援部隊の輸送円滑化や物流機能の維持

水産物の流通拠点として産地市場の機能強化（衛生管理対応）

・港湾の脱炭素化（ブルーカーボンの活用等）
・港湾施設の予防保全型維持管理への転換

国防・国土強靭化機能

沿岸海域の安全確保、災害時の支援を担う防備隊の基地機能
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6.2. 整備の方向性 

余市港における問題点、求められる機能を踏まえ、整備の方向性を以下のように設定する。 

 

問題点・課題と整備の方向性 

 

 

上記施設のうち、上架施設・船揚場の整備にあたっては、近隣に上架施設がないため、既存施

設を利用しながらの施設整備、利用に大きな影響がない範囲での上架休止期間を考慮する必要が

ある。そのため、各施設の具体的な位置検討にあたっては、まず、改良する上架施設・船揚場の

適切な位置を検討した上で、その他の施設の検討を行う。 

また、上記のうち、養殖水面の拡大については新たな施設整備ではなく、既存水面の更なる有

効活用を、災害時の物流機能確保については-5.0m岸壁で対応可能な船舶利用を想定している。 

なお、船揚場（南）敷前面の堆砂については、引き続き維持管理で土砂の除去を行うものと

し、上記の表には記載していない。 
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6.3. 施設の再編・整備にあたっての制約条件 

施設の整備検討にあたり、余市港における制約条件を整理した。 

下記の条件を踏まえ、上架施設・船揚場、物揚場（-3.5m）、斜路の施設位置の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制約条件 

 

 

  

⑧
中
央
ふ
頭
-
5
.0
m
岸
壁

㉒南埠頭-4.0物揚場

⑱-4.0物揚場

【左岸側への拡張】
防備隊が位置する
ため不可

【船揚場の移設】
陸揚げ岸壁、大型船係
留岸壁のため不可

【船揚場の移設】
準備岸壁145mのため
不可（うち先端70mは一
般貨物用岸壁）

【ふ頭延伸】
前面に航路が位置
するため不可

【右岸側への拡張】
河川が位置するため
不可

河口幅員L

10L

11°
11°

河川に与える
影響が大きい
ため、基本的に
認められない
区域(※想定)

⑫中央ふ頭
船揚場

民地

70m

【物揚場(-3.5m)の前出し】
陸揚げ岸壁の延長減とな
るため要調整
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6.4. 各施設の概略検討 

（1）上架施設・船揚場 

 

 

 

 

 ①上架方法の事例 

現在、余市港ではレールにより漁船上架を実施している。上架施設検討にあたり、各上架方

式の特徴を踏まえ、余市港に適した施設を選定する必要がある。以下に上架方式の事例を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

クレーン式

大津漁港 沙留漁港

水産新聞より

①掘り込んだ護岸内に、ベルトを降ろし、漁船が進入
②クレーンにより吊り上げ
③陸上台車に乗せ替え⇒陸上移動

主なメリット
位置合わせが容易
上架速度が非常に速い（15分程度：上架5分・乗せ替え・ベルト外し10分）
自走式台車の使用が可能

主なデメリット
イニシャルコストが高額
操作にはクレーン免許が必要⇒免許保有者が不在の場合、緊急の上架対応が不可
ランニングコスト、法定検査のためのウェイト等、本体以外の費用が高額

陸上移動方式
①自走式台車 ：大津・遠別 （陸上で台車に乗せ替え）
②タイヤ式 ： （陸上で台車に乗せ替え、ホイールローダー等で牽引）
③レール式 ：沙留 （用地の利用に制限有）
の3方式に対応可能

遠別漁港

１.上架方式

水産新聞より

リフト式

水産新聞より

①テーブルをリフトダウンさせ、漁船が進入
②台車上に位置合わせし、リフトアップ
③上架した台車により陸上移動(乗せ替えは不要)

主なメリット
イニシャルコスト・ランニングコストが低額（クレーン式と比較した場合）
上下架作業の安全性が高い
クレーン免許等が不要のため運用性が高い（誰でも上架可能）

主なデメリット
上架に時間・作業人数を要す
陸上移動方式に制限（下に詳述）

陸上移動方式
②タイヤ式 ：ウトロ（予定） （陸上で台車に乗せ替え、ホイールローダー等で牽引）
③レール式 ：全道多数 （用地の利用に制限有）
の2方式（台車を水没させるため自走式台車はNG）

宗谷港 仙法志漁港

※1

※1 国土交通省プレスリリース 「利尻町 仙法志漁港の拠点機能が強化 ～船揚場の新上架施設が完成～」より

尾岱沼漁港

１.上架方式

【上架施設・船揚場に求められる機能】 

 ・船舶の安全かつ円滑な揚げおろしが行えること 

 ・施設の老朽化対策 
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 ②陸上移動方法の事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他の上架方式

ラップ式
斜路を台車にて引き上げる方式
レール上を台車が移動するが、台車を交換せずに横取り作業が可能
位置決め時には、台車に設置した支柱を目印に操船

支柱

レール式
斜路を台車にて引き上げる方式
レール上を移動するがラップ式と異なり台車の交換が必要
近年ではほぼ導入事例なし

タイヤ式
古平漁港既設の方式
斜路をタイヤ式台車に乗せ、ウィンチで牽引し上架

※2

※2楢崎製作所HPより

１.上架方式

③レール式
クレーン式・リフト式どちらでも採用可能
クレーンの場合上架後に台車に乗せ替え
リフトの場合、台車ごと水没させ上架

ウィンチ等での牽引が必要
レール基部以外は砂利でも可
台車走行路がレール上となるため、漁船の整列が容易
⇒ただし上下架順序は制約される
上架時以外もレールが支障となり用地活用が困難
レール部は人力での除雪が必要
（レールは凹となる方式もあり、レール部以外は重機での除雪が可能）

２.陸上移動方式

①自走式台車（シップキャリア）
クレーン式でのみ採用可能
クレーンにて上架後、自走式台車に乗せ替え
ウィンチやホイールローダー等での牽引無で陸上移動
上下架順序の制限が無い等、移動の柔軟性が高い
移動速度は約1.5km/h
段差等に弱い
コンクリート舗装が必要
⇒上架時以外は用地の有効活用が可能

②タイヤ式（要牽引）
クレーン式・リフト式どちらでも採用可能
クレーンの場合上架後に台車に乗せ替え
リフトの場合、台車ごと水没させ上架

ホイールローダー等での牽引が必要
段差に弱い
コンクリート舗装が必要
⇒上架時以外は用地の有効活用が可能
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 ③余市港における上架方法、陸上移動方法の選定 

  余市港においては、地元意向を踏まえ下記の方法を選定する。 

 

   ・上架方法；ラップ式（既設利用と同様の利用形態であり、イニシャルコスト・ラン

ニングコストともにリフト式、レール式より低額） 

   ・陸上移動方法；レール式（既設利用と同様の形態であり、漁船の整列が容易） 

 

 ④船揚場候補地と留意点 

上架施設、船揚場配置での留意事項を踏まえ、船揚場は候補地を設定する。 

  余市港では上架施設前面の泊地は、10～20t 漁船の場合、船長 24m→24m×3＝72m 程度必要

となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典；「港湾の施設の技術上の基準・同解説(中巻) 平成 30 年 5 月 公益社団法人 日本港湾協会」） 
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制約条件を踏まえ、泊地前面水域、船置スペース確保の観点から、以下に示す A～D の位置を

候補地として、船揚場位置を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船揚場候補地 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(D)

(A)
(B)

(C)
3L

3L
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 ⑤船揚場位置の選定 

  A～D における船揚場位置の比較検討結果を以下に示す。B 案、C 案ともにレール式で必要

水面を確保困難であること、D 案は-4m 船だまりの利用に支障を来たす恐れがあること、D’案

は船舶の出入港に支障を来すことから、A 案とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

BA

(A)

3L 3L

(B)

・水面；3L確保可能

・用地；十分な面積確保のためには、中央
ふ頭荷捌き地の一部を使用する等が必要
・岸壁延長、斜路延長は現状から変更なし

・整備の際には、既設改良のため分割施工、
工事期間中は他港での上架が必要

・水面；法線を前出しした場合、レールの先
端部から３L確保困難（法線を既設同様ま

で下げる、リフト式にする、防波堤取り壊し
法線変更等が必要）
・用地；前出しの場合は埋立必要
・前出しの場合、岸壁延長減

・用地増となるため、既設船揚場用地の活
用方策、用地造成の必要性の整理を要す

岸壁化

必要に応じ防波堤法線変更
上架施設レール端部
（航空写真からの推察）

斜路

斜路

船置場

用地

DC

3L

・水面；レール式の場合は３L確保困難

・用地；法線前出ししなければ用地確保困
難
・岸壁延長減

・用地増となるため、既設船揚場用地の活
用方策、用地造成の必要性の整理を要す
・整備中の利用調整が必要

※水面確保と用地確保が両立しない可能
性が高い

(C)
(D)

3L

岸壁化

岸壁化

護岸

護岸

防波堤

D

D’

【D案】
・水面；３L確保可能
・用地；確保可能（埋立による用地造成必要）
・埋立地の一部を岸壁化することにより、延長維持可能
【D’案】

・水面・用地等は確保可能であるが、３Ｌが港口・航路に係
る。
・既設岸壁延長は変化なし。
・船揚場前面水面の増養殖等への有効活用の可能性あり
【共通】

・外郭施設、用地埋立により他施設よりコスト高い可能性高
い。

・用地増となるため、既設船揚場用地の活用方策、用地造
成の必要性の整理を要す

・現状の利用をベースに（一部刺し網のシフト必要）施工が
可能

用地

船置場

船置場

斜路

斜路

船置場

護岸
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 A の配置について、詳細配置検討を行う。 

上架施設の規模、基本形状は現状の利用状況や、作業時の必要幅、安全性確保等を考慮し以下

のように設定する。 

基本条件 

項 目 規 模 

対象漁船 20t 未満 

漁船隻数 16 隻 

 

 

類似実績より、20t 未満漁船をレール式で上架、配置する場合の必要面積は以下のとおり。 

ウィンチ上屋のスペースも考慮すると 4,800m2 程度必要（67m×71m＝4,757m2≒4,800m2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本的な施設規模 

 

 

  

67m 

71m 
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⑥上架施設・船揚場平面配置（案） 

 

平面配置図 

 

 

 

断面イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

斜路

斜路

船置場

用地を平坦に改良 

背後地と段差ができるため 

土留め壁を整備 

ラップ式上架施設 
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（2）北防波堤 

 

 

 

 

 

想定対策範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

天端高嵩上げ、堤体拡幅 

【北防波堤に求められる機能】 

 ・越波防止、静穏度確保 

 ・施設の老朽化対策 
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（3）物揚場（-3.5m） 

 

 

 

 

 

 

基本条件 

項 目 規 模 根 拠 

エプロン幅 10m 陸揚げ、刺し網の網外し作業を考慮 

道路幅 7m 3 種 4 級 

車線幅員 2.75m×2(交互通行)＋1.5m（停車帯） 

刺し網漁業は、他漁船も同時間帯に網外しから準備作業ま

で長時間岸壁を使用する。その間、南埠頭-4.0m 物揚場を使用

する刺し網漁業の荷捌き所との車両の往来も発生し、一車線

では通行に支障が生じることから二車線（交互通行）の幅員

を確保する。また、漁獲物積み込みのための車両の停車帯を

設ける。 

 

エプロンの幅員 

バース水深（m） エプロン幅員（m） 

～4.5 未満 

4.5 以上 7.5 未満 

7.5 以上～ 

10 

15 

20 

（出典；「港湾の施設の技術上の基準・同解説(中巻) 平成 30 年 5 月 公益社団法人 日本港湾協会」） 

 

参考；漁港のエプロン幅 

 

 

 

 

（出典；「漁港計画の参考図書 令和 3 年度 水産庁漁港漁場整備部」） 

 

 

 

 

 

 

道路幅員  

【物揚場（-3.5m）に求められる機能】 

 ・刺し網漁業の荷さばき等の作業スペースと通行スペースの明確化 

 ・施設の老朽化対策 

⇒利用向上に資するため、物揚場の堤体を拡幅し、道路を新設する（物揚場の本体工、

上部工、エプロンの老朽化対策兼ねる）。 

 

 

（※道路構造令より、車線幅員は“第 3種４級”の値を、停車帯は最低の停車帯幅 1.5mを準用） 
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想定対策範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）物揚場を 4.4m 前出しすると、陸揚げ岸壁である荷捌き所前の‐4.0m 物揚場、刺し網漁

業の陸揚げ・準備・休憩に利用されている南埠頭-4.0m 物揚場の延長が減となる。その

ため、事業実施の際は、漁業者と調整を図る必要がある。また、南防波護岸について、

河川の影響範囲外であれば拡幅も可能となることから、護岸側を拡幅することも検討を

行う必要がある。 

 

  

物揚場拡幅（L=146.5m） 

（法線前出し） 
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（4）南防波護岸（越波対策） 

 

 

 

 

 

 

想定対策範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【求められる機能】 

 ・背後用地への越波防止 

⇒防波護岸基部（土嚢設置約 10m）の範囲について、船揚場（南）防波護岸高を踏まえ

天端高＋3.0m（最低限）の胸壁を設置する。また、隅角部に消波工を設置する。 

胸壁設置 約 10m 

隅角部消波工設置 

南防波護岸 改良イメージ

基部の天端嵩上げ
＋3.0m以上 

消波工 
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（5）船揚場（斜路） 

 

 

 

 

①施設規模の検討 

余市郡漁業協同組合では、船外機船 104隻が所属している（2024年版水産関係人名鑑よ

り）。現在、余市港には約 30隻の漁船利用がある。余市漁港の各地区を利用する漁船もあるこ

とから、20 隻程度の集約を想定し、船揚場（南）と同規模の施設とする（延長 L=50m）。 

 

②船揚場新設箇所の検討 

  余市港の制約条件を考慮し、以下の 3 か所を船揚場候補地とした。 

  検討の結果、岸壁延長が減となるが、将来的な隻数減も考慮し A を採用案とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 A B C 

メリット ・既設斜路と一体的な利

用が可能 

・岸壁延長は維持可能 

・既設斜路と一体的な利

用が可能 

・岸壁延長は維持可能 

デメリット ・岸壁延長が減となる ・物揚場（-3.0ｍ）の利

用に支障が生じる（荷

捌きスペースの減、車

両通行にも支障） 

・斜路が 3 か所に分断す

るが深く、最も埋立規

模が大きく、最も高コ

ストである 

総合評価 〇 △ △ 

  

 

（A） 

（B） 

（C） 

【求められる機能】 

 ・磯船の集約・保管機能 

⇒ 他漁港を利用している漁船を余市港へ集約する 
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想定整備位置 

 

 

 

断面イメージ 

 既設斜路と同様の施設を想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

斜路

斜路

船置場

将来的に、斜路に変更 

（L=約 40m） 
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（6）-4.0m物揚場、荷捌き所 

 

 

 

 

①物揚場屋根の規模 

・既往荷捌き所前の物揚場にサケ定置網漁船 3 隻を目安に設定する。 

  サケ定置（10～20t 未満特殊船）バース長；31.2m 

   31.2m×3 隻＝93.6m≒94m 

 

整備範囲（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【求められる機能】 

 ・衛生管理機能 

⇒ 物揚場の屋根付き改良、衛生管理型荷捌き所の新設 

約 94m 

屋根 

荷捌き所 

屋根付き改良 衛生管理対応荷捌き所 

（新設） 
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6.5. 余市港の将来像 

（1）将来のゾーニング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

余市防備隊

刺し網

準備

刺し網

磯根

陸揚げ岸壁
（共通）

エビ籠、定置
（大型船）

上架施設、船揚場

物流エリア

水産利用エリア

水産利用エリア

※陸揚げ岸壁（共通）、準備岸壁以外は、陸揚げと休憩兼用

磯根

ムール貝、カキ養殖
（養殖拡大も視野）
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（2）将来イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食料の生産拠点機能

食料の流通拠点機能

胸壁工、消波工
設置

天端嵩上げ、堤体拡幅に合
わせ藻場造成機能も付加

静穏度機能（物流機能（災害支援時の
静穏度確保）、脱炭素の要素も付加）

食料の生産拠点機能

静穏度機能

物揚場拡幅、斜路増設に
よる生産機能強化

食料の生産拠点機能

上架施設、船揚場（漁船保管
スペース）の整備

国防・国土強靭化機能

船舶大型化等に伴う
防備隊エリア内の再編

国土強靭化機能
物流機能

緊急物資運搬等の災害時対応
資材搬入等の物流機能の拡充

ムール貝、カキ養殖
（養殖拡大も視野）

（図は北海道港湾2050（北海道開発局より））

（図は北海道港湾2050（北海道開発局より））

（写真はナラサキ産業カタログより） （図は水産庁HPより））
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6.6. 概算工事費 

 既往事例等をもとに、本計画における概算事業費を算定した。なお、近年、労務費及び資材高

騰により事業費が高騰傾向にあるため、実際の整備年次には、更に事業費が増加する可能性があ

る。 

 

概算事業費（税込み） 

項 目 概算事業費 

（億円） 

備 考 

上架施設 2 
ラップ式、用地移動のレール、レール部分の

コンクリート敷含む 

船揚場、漁船保管施設用地 0.1 土留め護岸 

北防波堤 12 嵩上げ（胸壁、消波工）、堤体拡幅 

物揚場（-3.5m） 3 港内側拡幅 

南防波護岸（越波対策） 0.2 嵩上げ（胸壁、消波工）。L=10m 想定 

船揚場（斜路） 1 磯船対応（既設物揚場取り壊しも考慮） 

-4.0m物揚場 3 屋根付き改良 

荷捌き所 4 
衛生管理対応（既設荷捌き所と同程度の規

模である古平漁港の荷さばき施設を参考） 

合計 25.3  

（※既往事例をもとにした概算事業費のため、実施時の詳細検討、物価高等により変更の可能性あり） 
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6.7. スケジュール 

 期間；R7～R26 の 20 年間 

 対策の緊急性を踏まえ、下記のように整備スケジュールを設定する。なお、実際の整備スケジ

ュールは、調査設計、公有水面埋立等の手続きが必要になると、更に延伸する可能性がある。 

 

整備スケジュール案 

 短期 

（R7～R13） 

中期 

（R14～R20） 

長期 

（R21～R26） 

事業化検討    

上架施設    

船揚場、漁船保管施設用地    

北防波堤    

物揚場（-3.5m）    

南防波護岸    

船揚場（斜路）    

-4.0m物揚場    

荷捌き所    

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

＜  資  料  編  ＞  

 



資料−1 

 

 

 

 

 

 

資料１  国の港湾整備の方向性  

 

  



資料−2 

資料 1.1 北海道港湾 2050～グリーン＆デジタル社会を創る北海道港湾～北海道開発局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典；「北海道港湾２０５０ ～グリーン＆デジタル社会を創る北海道港湾～ ２０２１年８月 

国土交通省 北海道開発局 港湾空港部 港湾計画課」付録資料『北海道港湾 2050～グリーン＆

デジタル社会を創る北海道港湾～イメージ図』）  



資料−3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典；「北海道港湾２０５０ ～グリーン＆デジタル社会を創る北海道港湾～ ２０２１年８月 

国土交通省 北海道開発局 港湾空港部 港湾計画課」付録資料『北海道港湾 2050～グリーン＆デ

ジタル社会を創る北海道港湾～イメージ図』）  



資料−4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典；「北海道港湾２０５０ ～グリーン＆デジタル社会を創る北海道港湾～ ２０２１年８月 

国土交通省 北海道開発局 港湾空港部 港湾計画課」付録資料『北海道港湾 2050～グリーン＆デ

ジタル社会を創る北海道港湾～イメージ図』）  



資料−5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典；「北海道港湾２０５０ ～グリーン＆デジタル社会を創る北海道港湾～ ２０２１年８月 

国土交通省 北海道開発局 港湾空港部 港湾計画課」付録資料『北海道港湾 2050～グリーン＆デ

ジタル社会を創る北海道港湾～イメージ図』） 

 



資料−6 

資料 1.2 港湾施設の長寿命化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典；「国土交通省における港湾施設の維持管理の取組について」国土交通省港湾局 技術企画課港
湾保全政策室（サイバーポート推進室） 令和５年 11 月２日港湾施設の維持管理実務技術者講習会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
（出典；「国土交通省における港湾施設の維持管理の取組について」国土交通省港湾局 技術企画課港
湾保全政策室（サイバーポート推進室） 令和５年 11 月２日港湾施設の維持管理実務技術者講習会） 
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（出典；「国土交通省における港湾施設の維持管理の取組について」国土交通省港湾局 技術企画課港

湾保全政策室（サイバーポート推進室） 令和５年 11 月２日港湾施設の維持管理実務技術者講習会） 

 

 

  



資料−8 

 

 

 

 

 

 

資料２  港湾施設の健全度評価結果  

 
 

 

  



資料−9 

資料 2.1 国有港湾施設（余市港 本港地区） 

（1）維持管理レベルの設定および主要部材とその他の部材の区分 

維持管理レベルとは、技術基準対象施設の部材の維持管理についての基本的な考え方に応じ

て設定するレベルのことであり、維持管理レベルⅠ（高水準の対策を事前に施す）、維持管理レ

ベルⅡ（性能低下を予防する）および維持管理レベルⅢ（事後的に対処する）の何れかを設定

する。（出典；「港湾の施設の維持管理計画策定ガイドライン【第１部 総論】平成２７年 ４月 

（令和５年 ３月一部変更）国土交通省港湾局」）。 

 

維持管理レベルと基本的な考え方 

分類 損傷劣化に対する考え方 備考 

維持管理レベルⅠ 高水準の対策を事前に施す 事前対策型 

維持管理レベルⅡ 性能低下を予防する 予防保全型 

維持管理レベルⅢ 事後的に対処する 事後保全型 

（出典；「港湾の施設の維持管理計画策定ガイドライン【第１部 総論】 

平成２７年 ４月 （令和５年 ３月一部変更）国土交通省港湾局」） 

 

 

予防保全と事後保全を適用する部材の設定の目安を次頁に示す。 
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（出典；「港湾の施設の維持管理計画策定ガイドライン【第１部 総論】 

平成２７年 ４月 （令和５年 ３月一部変更）国土交通省港湾局」） 
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（2）対象施設のリスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典；「維持管理計画書-余市港本港地区(参考資料)2 分の 1」 参考資料―１） 
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（3）機能診断結果 

（   ；総合評価 B 以上の施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典；「維持管理計画書-余市港本港地区(参考資料)2 分の 1」 参考資料―６） 
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（   ；総合評価 B 以上の施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典；「維持管理計画書-余市港本港地区(参考資料)2 分の 1」 参考資料―６） 
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資料 2.2 補助施設（余市港 本港地区） 

（1）対象施設のリスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
（出典；余市港（補助施設）本港地区-維持管理計画書（参考資料）」 参考資料―１） 
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（2）機能診断結果 

 

  

（出典；余市港（補助施設）本港地区-維持管理計画書（参考資料）」 参考資料―６） 



資料−16 

 

（出典；余市港（補助施設）本港地区-維持管理計画書（参考資料）」 参考資料―６） 


